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本稿では，圏内企業関の費用構造における非対称性と越境的な環境汚染が存在する国際
クールノー寡占モデルにおいて，最適な輸出補助金，輸入関税，生産補助金，そしてピ
グー税の一般公式が導出される.また，越境汚染の存在が輸出国に環境ダンピングをおこ
なうインセンティヴをもたらすことも示される.輸入国政府が環境ダンピングと越境汚染
を相殺する目的で輸入関税を課す場合，政府間の政策ゲームにおけるナッシュ均衡におい
て，非効率な汚染物質吸着技術をもっ外国企業により低率の相殺関税が適用されることを
示す.
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生産補助金
経済学文献季報分類番号:05-41 ; 06-23 
1 はじめに
近年，環境問題はますます国際的な様相を呈している.特に， GA1T/WfO体制が推し進
める貿易自由化の結果，さまざまな面で環境劣化が懸念されるという議論や先進国企業は，
関税率の低下により，環境基準の緩い発展途上国企業との費用上不利な競争にさらされると
いった議論がポピュラーである.本稿では， 0)ある国の経済活動が他国の環境資源に影響
を及ぼす越境汚染と(ii)環境ダンピングの2つの問題について，国際経済学の中でも「新J
貿易理論の観点から考察する.前者の例として，酸性雨やオゾン層の破壊，地球温暖化など
が挙げられる1)後者の環境ダンピング(ecological-dumpingまたは ecかdumping) と
は，一国が環境上脆弱な産業 (environmentallysensitive indus甘ies:ESG)において国際競争
力を得るために，その産業における財の生産に対して比較的緩い環境基準を設ける行為であ
*本研究は平成14年度関西大学重点領域研究助成によっておこなわれた.
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1 )これらをめぐる多国間環境協定として，オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書
(1987年)，有害廃棄物の国境を越える移動およびその処分に関するパーゼル条約(1989年)，そして気
候変動に関する国際連合枠組条約(1992年)の締約国による第3回会議で採択された，温室効果ガスの
排出削減義務について法的拘束力をもっ京都議定書(1997年)がある.
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ると一般には考えられている2) これに対し， Rauscher (1994)が3つの厳密な定義を提示
している.そのうちの 1つにおいて，環境ダンピングとは環境保護の観点から見た有害な活
動に対して環境悪化の限界費用以下の価格付けを行なう政策である，つまり，環境の外部性
のすべてを内部化しない政策であると定義している.
本稿において，上述した 2つの問題を取り扱うために，ある財の輸出国と輸入国のそれぞ
れにおける生産過程で越境的な環境汚染が発生する，不完全競争市場の国際貿易モデルを構
築する.本稿のモデルの大きな特徴として，国際間の費用構造の非対称性だけでなく，圏内
企業問の費用構造の相違が存在することがあげられる.さらにまた，各国政府は国内外の企
業に対して差別的な課税・補助金政策を採用する政策ゲームをおこなうことも注目すべき点
である.
戦略的貿易政策の文献において，政府が圏内企業への差別的な取り扱いをおこなう議論は
Rodrik (1989)， Long and Soubeyt加(1999)，Chang and Suge旬 (2001)によっておこなわ
れてきた3) これらの文献に共通して，輸出国政府はその最適貿易政策において，市場シェ
アの大きい輸出企業により高い率の輸出補助金を供与すべき，あるいはより低い率の輸出税
を賦課すべきである (pickingthe winners) という結論が導かれている4). Hwang and Mai 
(1991)では，ある財の園内生産のない輸入国が外国複占企業からその財を輸入する場合，
輸入国政府の最適政策では限界費用の小さいほうの外国企業に高率の輸入関税を賦課すべき
であると示されている.しかし，実際には，そのような差別的貿易政策は WTOによる規制
等の多くの理由から，実行することは年々困難になってきている.そして，政府は金業が排
出する汚染物質に対して差別的ないし firm叩 ecific(企業特殊的)な率で課税するような環
境政策に関心が向けられつつある.
2 )ある圏内企業が外国市場で平均費用以下の価格付けを行なったり，圏内市場価格以下の輸出価格を設
定する行為をいわゆるダンピングと呼ぶ.GATI/WfOでは，ダンピング輸出によって輸入国の競合す
る産業が損害を受けていることが正式な調査で明らかになった場合，輸入国には反ダンピング税 (anti-
dumping duties)の使用が例外的に認められている.
3 )戦略的貿易政策の先駆的研究には， Dixit (1984)， Brander and Spencer (1985)， Eaton叩 d
Grossman (1986)がある.産業組織論の文献では， Lahiri and 000 (1988)が閉鎖経済のクールノー寡
占モデルをもちいて，市場シェアの小さいマイナー企業を援助することは厚生の悪化につながることを
示している.
4 )その他の関連する文献では， Neary (1994)が国際クールノー複占を仮定した第3国輸出競争モデル
をもちい，限界費用の低い輸出企業が立地する国の政府がより多くの補助金を供与することを示してい
る.また，費用構造の非対称性を仮定した国際クールノー寡占モデルにおいて，輸出国がその企業に対
し一律 (un江orm)な貿易政策をおこなうケースは Eatooand Grossman (1986)， Collie (1993)， Long 
and Soubeyran (1997)等で議論されている.
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開放経済における環境政策の文献では， Ulph (1996b)が越境的な環境汚染が存在する国
際複占モデルを， B訂向性(1994)，Kennedy (1994)が，越境汚染はないが各国に多数の企
業が存在する国際寡占モデルを構築しているが国内企業は同一の費用構造をもっと仮定して
いる.本稿のモデ、ルに最も近いのが， Long飢 dSoubeyran (1998)である.彼らのモデルで
は，越境汚染と費用構造の非対称性が仮定されているが，本稿のモデルのように，政府間の
政策ゲームは議論されていない.
環境ダンピングを明示的に分析した文献は，著者の知る限り， Rauscher (1994) しかな
い.彼の小国一般均衡貿易モデルでは，環境ダンピングとは貿易財部門における環境基準が
非貿易財部門よりも緩い状況であるという定義が採用されている.本稿では部分均衡アプ
ローチを採るため， Rauscher (1994)が提示した残り 2つの定義の中でも特に，輸出財の
価格がその生産における社会的限界費用を下回ることを促す政策であるという定義に基づい
て分析をおこなう.
本稿は以下のように構成される.第2節で，越境汚染を発生させる国際クールノー寡占モ
デルが展開される.第3節で，政策ノ号ラメーターが変化したときのクールノー均衡の比較静
学分析がおこなわれる.第4節において，政府による最適政策の導出がおこなわれ，輸出国
側が環境ダンピングを実施する条件を導出する.第5節においては，輸入国側が越境汚染お
よび環境ダンピングを相殺する目的で輸入関税政策を採用する場合を考察する.そこではさ
らに，各国の最適政策と政府間ゲームのナッシュ均衡が特徴づ、けられる.最後の節では，本
稿の分析で得られた結論がまとめられ，今後の研究課題が提示される.
2 モデル
費用構造に非対称性をもっ国際クールノー寡占モデルを考察する.自国および外国の寡占
企業数をそれぞれnそしてがとしよう.自国および外国企業の集合をそれぞれ，
N三{1，… ，n}，N申三{1，… ，n* }とし，M=NUN申と定義しておく.単純化のため，財市場
は自国にのみあるものとする.これらの寡占企業は同質財を生産し，その過程で，汚染物質
を排出している.環境汚染を防ぐため，自国および外国の政府は各企業による汚染物質の排
出量に対して課税をおこなう.さらに，自国政府は自国企業に生産補助金を，外国政府は外
国企業に輸出補助金をそれぞれ供与している.
企業iεMの生産量をめとし，その総費用関数を Cj(qj) とする.また，限界費用は
C;(qj) >0であり，より一般的な費用関数のもとでは，c:'(qj)き0である.企業iの単位産出量
あたりの汚染排出量を Yjとする.より効率的な汚染物質吸着技術 (abatementtechnology) 
をもっ企業ほどめの値は小さくなる.各国政府は企業iの単位あたり汚染排出量に対してた
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という firm-specificな率でピグー税を賦課する.また，企業iは単位産出量あたり Sjという
firm-specificな率で生産補助金ないし輸出補助金の供与を受けるものとする5)
自国市場における逆需要関数はt=P(Z)で与えられ，tは財価格，Zは自国および外国産
業の産出量の合計をあらわす.すなわち，Z三LjEMqj=Q+σであり ，Q三玄削qjは自国
産業の総産出量，そして Q*三玄吋qjが外国産業のそれとする.この逆需要関数に対して，
P'(Z) <0を仮定しておく.企業iの利潤は以下のようにあらわされる.
πi三q;P(Z)-Cj(qj) +Ojqj， iεM. ( 1 ) 
ただし，Oj=s;-t;'1;は単位産出量あたりの純補助金率をあらわすと解釈可能である.
ここでのモデルは以下のような2段階ゲームで特徴づけられる.第1段階のゲームでは，
自国および外国政府が，互いに相手国政府の戦略を所与のものとみなし，各国の社会的厚生
を最大化することを目的として政策を決定する.第2段階のゲームにおいて，各国の寡占企
業はライバル企業の産出量と第1段階で各国政府によって決定された政策変数を所与のもの
とみなして，自己の利潤が最大となるように産出量を選択する.つまり，通常のクールノー
型数量競争がおこなわれる.この 2段階ゲームにおける部分ゲーム完全均衡 (sub-game
perfect equilibrium) を導出するために，以下において，後ろ向きの帰納法 (backward
induction)をもちいる.
まず，第2段階のクールノー=ナッシュ均衡から考察する.寡占企業聞のクールノー型数
量競争において，ライバルの産出量Z_j=Z-qjおよび補助金率Ojを所与のものとみなし，
企業iは自己の利潤が最大となるように産出量qjを選択する.そこで，内点解を仮定する
と，利潤最大化のための 1階の条件は次式であらわされることになる.
32=qi町一円=0，叫 ( 2 ) 
よって，所与の課税/補助金率のもとで，クールノー=ナッシュ均衡における個別産出量は，
( 2 )で与えられるn+が個の式から構成される方程式体系によって決定される.
次節で比較静学分析をおこなうために，クールノー寡占モデルにおいてよく設定される以
下の仮定をここでももちいる.
(Al) :一階の条件(2 )によって，暗黙のうちに定義される各企業の反応曲線は右下が
りである.すなわち，P'+qjP"<Oを仮定する.これは，すべての企業の産出量は戦略的代
替 (s廿ategicsubstitutes)であることを意味する.言い換えれば，他の企業の産出量が増加
5 )そこで，tjが負であればピグー補助金，令が負であれば生産税ないし輸出税をあらわすことになる.
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すると，各企業の限界利潤は減少することを示している.このことは Dixit(1986)におい
て，クールノー競争のもとでの正常 (normaI)なケースと呼ばれている.
(A2) :各企業の残余需要 (residualdemand)曲線はその企業の限界費用曲線と上方から
交差する.すなわち c:'>P'を仮定する.これは 非減少的な限界費用の場合，常に成立す
ることになる.この条件はθ2r.;/θq;くθ2πJθqjθqjと同値である.言い換えれば，企業iの
産出量がその限界利潤へ及ぼす自己効果は，他企業の産出量による交差効果を支配すること
になる.
これら 2つの仮定により，利潤最大化のための二階の条件は自動的に成立することにな
る.つまり，a2πJθq;= (P'+qjP") + (P'-c;') <0.次の節では，第2段階のゲームにおける
クールノー=ナッシュ均衡が一意に存在すると仮定し，その均衡について比較静学分析をお
こなう 6)
3 比較静学
まず，課税/補助金率の変化がクールノー=ナッシュ均衡産出量に及ぼす効果を調べ
る.一階の条件(2 )を全微分すると，
(q;P" + P') dZ一(ci'-P') dq;+dq=O. 
したがって，個別企業の産出量の変化分は次式で表現される.
dqj=一入jdZ+d;doj，iEM. ( 3 ) 
ただし， 九三一(P'+qjP")/ (c:'-P') >0およびδi三1/(c:'-P') >0とするの.一階の条件(2 )に
陰関数定理を適用することによって，反応曲線の傾きがdq;/dZ_j=一(P'+qjP")/ (2P'+q;P"-c;') 
と導カ亙れる.仮定 (A1)および(A2)から -1くdq;/dZ_j< 0となる.そして，dq;/dZ_; 
=ー ん/(1+λj)が成立することも示される.
自国産業の産出量の変化は， (3)をすべての自国企業にわたって集計すると，以下のよ
うにあらわされる.
???? ??
?
????
?
?????? ???
?
????? ???? ( 4 ) 
ただし，A=L削 λ;>0およびR= -A/ (1 + A)< 0とする.ここで，Rは外国産業の産出量
6) 2段階クールノー・ゲームにおける均衡の一意性のための十分条件についてはLongand Soubeyran 
(2000)を参照されたい.
7 )これらの記号の使用は Farrelland Shapiro (1990a， 1990b)に準じる.
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の外生的変化に対する自国産業の産出量の調整分を測るものであり，自国の産業レベルでの
反応曲線の傾きとも解釈可能である.
市場全体の産出量の変化は，dZ=dQ+dQ本においては)をもちいると，次の式であた
えられる.
dZ= (1+R)(dQ事+Ld;do;) = (1+A+だ)ー lLd;do;. ( 5 ) 
、 ;EN jEM 
ただし， A+川=LjEMAj>Oであり， 1+R=(1+A)一1=θZ/θぴ>0が成立する.のちに，
最適政策を決定する際，1+Rが重要なファクターとなることがわかる.そして，これは
dOj =0 (iεN)のもとで，Q本の外生的変化に対するZの反応をあらわすものである8)
次に，課税・補助金率の変化が均衡利潤にどのような影響を及ぼすか考察する. (1)で
定義される企業iの利潤関数を全微分し，一階の条件(2 )をもちいると，次のような式が
もたらされる.
d7tj=qjP'(dZ-dq;) +qjdO;， iEM. ( 6 ) 
( 6 )の右辺第 1項は補助金による間接的な効果をあらわし，第2項はその直接的な効果を
あらわす.この式か弘前者のほうが後者を上回ると，補助金の供与を受けても企業iの利
潤は低下してしまうことがわかる.
こんどは，各国において企業が排出する汚染物質の量について検討する.各国企業が排出
する汚染物質は，その一部が相手国側に流出すると仮定する.自国企業が財の生産過程で排
出した汚染物質の量は之町抗争であり，そのうちの BE[0， 1Jの割合が外国の環境に損害
をあたえるとする.同様に，外国企業が排出した汚染物質の量は): 弘めであり，その~jEN* '1"31 --- ， 7 
うちのゲε[0，1Jの割合が自国の環境に損害をあたえるものとする.よって，自国および
外国の環境に損害をあたえ得る汚染物質の総量はそれぞれ，以下のように表現される.
E三LXq;+B乞 )ljqj，E*= L Xqj+ B L )I;qj 
jEN jEN* jEN. jEN 
この 2つの式を全微分し， (3)および(5 )を代入すれば，各国の政策の変化によって
汚染物質の総量がどのように影響を受けるか明らかになる.すなわち，自国の環境に損害を
あたえる汚染物質の量の変化分は，外生的な政策ノ号ラメーターの変化分doj(iEM三NUN申)
があたえられると，
8)外国にとって，対応する方程式はdZ=(1+R*)・(dQ+LiEN*d;da;)である.
118 
越境汚染と戦略的貿易・環境政策(菅間) 23 
a ずら エ問日λi+e*Lω-)1，λ} アト LjEN)li入i+e*LiEN-X入}=デ(y- s)δda;+γ(e*)I一間 L ) djdO; 白い 1 +A+A* /Vj"'Vj告人 l+A+A* / 
と表現される.θE/θOj(iεM)の符号は，各企業の生産における費用構造や汚染物質吸着
技術が非対称的であるため，一般には不確定である.そこで，同じ国の企業同士で費用構造
等がすべて対称的な場合を考察する.つまり，すべての iεNに対して)lj三)1，λi三入，
δi三δ，およびq三Uとする.そして，すべての iEN*に対して， )lj三)1*， λj=A*，dj=δぺ
およびOj=♂としよう.このとき，上式は
_1+グA*(I-e*) .._.~J_ I e*ー(I-e*)nλ n)lδdo+ '.L V : . ';'~ n.)Iδda l+nλ+がλ l+n入+グλ
となる.これよりただちに， θE/do>Oがつねに成立することがわかる.すなわち，自国
が緩い環境規制(生産補助金率の上昇，ないしピグー税率の低下)をおこなった場合，自国
の環境に影響を及ぼす汚染物質の量は必ず増加することになる.また， θE/θ♂<0が成立
する条件は，e*/(l-e事)<nλである.この条件は，外国の緩い環境規制(外国政府による
輸出補助金の増加，あるいはピグー税率の減少)により，自国の環境に有害な汚染物質の総
量が減少するような状況は (0外国からの越境汚染の割合が十分小さいか (u) 自国企業の
数が十分大きい(自国産業がより競争的)か，あるいは(iii)自国企業の個別産出量が総産
出量の増加に対して大きく減少する場合に生じる.
興味深いことに，越境汚染の可能性がまったくない場合 (e*=o)，外国が緩い環境規制を
おこなえば，自国における汚染物質の総量は常に減少する.この理由は以下のとおりであ
る.クールノー競争において，自国と外国企業の産出量は戦略的代替であるため，外国が緩
い環境規制をおこない，外国企業の産出量を拡大させると，自国企業の産出量は縮小する.
したがって，産出量と正の相関にある汚染物質の総量も減少することになる.外国の環境に
損害をあたえる汚染物質の総量の変化についても自国の場合と同様の結果が得られる.
最後に，各国の経済厚生への影響を考察することにしよう.自国の社会的厚生は，自国の
消費者余剰，自国企業の総利潤，補助金支払いから税収を引いた純補助金支出，そして汚染
物質が自国の環境にあたえる損害D(E)(ただし，D'>O)から構成される.よって，自国の
社会的厚生関数は以下のようにあらわされることになる.
W三 I乍(v)dv-P(Z)Z+玄(πj-ajq;)一D(E)
jEN 
=P(M-W(Z)-ZQ(qi)一副E)
上式を全微分すると，
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dW=一ぴP'dZ+L (p-cf)ぬ-D'dE
;EN 
( 7 ) 
( 7 )の右辺第 1項は交易条件効果をあらわす.つまり，自国および外国の政策ノ号ラメー
ターの変化によって自国市場に供給される財の総産出量が増加すると，輸入国である自国の
交易条件は有利化し，自国の社会的厚生を高める.右辺第2項は利潤移転効果である.自国
企業の個別産出量が政策の変化によって拡大すると，それらの企業の利潤は増加する.最後
に，右辺第3項は環境汚染効果をあらわす.もちろん，自国の環境に害を及ぼす汚染物質の
総量が拡大すると，自国の社会的厚生は低下する.以下では，これらの汚染物質の総量がど
ういった経済的要因で変化するのかを考慮に入れ，自国の社会的厚生の変化分の式をより完
全な形で記述する.
( 7 )に dE=L;EN y;dqj+ (J乞吋y;dqjを代入し，利潤最大化の一階の条件 (2)をも
ちいて，自国企業iの社会的なマークアップ率を
Xj三ρ-c;-D'Yj=一(Oj+qjP'+D'Yj)， εN， (8 ) 
と定義すれば，自国の社会的厚生の変化分の式は以下のようになる.
dW=-σP'dZ+ Lxjdqj-D'(J乞 yjd，ι (7う
jEN jEN. 
( 7うの右辺第1項は以前と同じ交易条件効果である.右辺第2項は環境汚染による外部不経
済を内部化した利潤移転効果である.社会的には，自国企業iの生産拡大による利潤の増加
分はそれに付随する自国の環境への損害を差し引かれなければならない.したがって，自国
企業iにとっての社会的なマークアップ率は， (8)で定義されるように，私的なマークアッ
プ率 (p-c;) から生産量の増加がもたらす環境への限界的損害 (D'Yj) を差し ~I いたもので
なければならない.最後に，右辺第3項は外国からの越境汚染によってもたらされる自国の
環境への損害をあらわす.汚染物質の排出量の多い外国企業の産出量が減少すれば，越境汚
染からの損害が小さくなるのは当然のことであろう.
( 7うにおいて(3 )を利用すれば，自国市場に供給される総産出量Zと自国および外国
の政策ノ号ラメー タ- Oj (iEM=NUN勺が外生的に変化したときの自国の社会的厚生の変
化分は以下のように表現される.
dW=HdZ+ LXjdjda;-D'(J*L yjdjdoj (7つ
iεN jEN. 
ただし，H=θW/θZ=-Q*P'-L ω Xjλi+D'rzw片λiとする. (5)を使って上式の
dZを置き換えると，自国の社会的厚生の変化分は完全に政策パラメーターの変化に換算し
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て表現されるが，紙幅の都合上，その導出は省略する.
以下，同様に，外国の社会的厚生の変化分の式を導出する.単純化のため，外国市場にお
ける消費はないと仮定しているため 外国の社会的厚生は外国企業の総輸出利潤，補助金支
払いから税収を引いた純補助金支，そして D*(E本)であらわされる外国の環境への損害(た
だし，D約>0)によって構成される.したがって，外国の社会的厚生は以下のように表現さ
れる.
W* =L ('Trj-qq;)一D*(E勺=Qヤ(Z)-L Cj (qj)ーグ(E率). 
jEN・ jEN"
これを全微分すると，次のようになる.
dW*=ぴP'dZ+乏(p-cj) dqj-D*' dE本
jEN" 
( 9 ) 
これは，自国の社会的厚生の変化分の式(7 )と類似するが，右辺第1項の交易条件効果の
み解釈が異なる.外国は輸出国であるため，総産出量Zが増加すると，輸出価格が下落し，
交易条件は悪化する.
dE*=L同和dqj+8LjEN yjdqjを(9 )に代入することにより，以下の式が得られるこ
とになる.
dW年=Q*P'dZ+L x;dqj-D*'8 Lyjdqj 
jEN"εN 
( 9う
ただし，外国企業iの社会的マークアップ率は，利潤最大化の一階条件(2 )をもちいるこ
とによって，
xf三P-c;-D*'片=一(q+qjP'+D行ん (10) 
と定義される. (9うの右辺第1項は交易条件効果，第2項は環境汚染による外部不経済を内
部化した利潤移転効果，そして第3項は自国からの越境汚染によってもたらされる外国の環
境への損害をあらわす.
自国の場合と同様に， (9')に(3 )を代入することにより，外国の社会的厚生の変化分は
次のように表現される.
dW申 =H沼+LX;可dq-D*'8~シjðjdOj
iεN" εN 
( 9'う
ただし，H市三θW*jθZ=Q*P'一〉: x?λ+D$'O〉: M-λiとする.外国は輸出国であるの~jεN.~I"I . - ~ ~jEN'1 
で，H*は輸入国である自国のHとは異なった形で定義されていることに注意しておし
( 5 )を使って上式のdZに代入すれば，外国の社会的厚生の変化分もまた政策ノ号ラメーター
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の変化に換算して表現されるが，ここでもその導出を省略しておく.
4 最適課税・補助金の構造
前節で，政策パラメーターの変化が自国および外国の社会的厚生に知何なる影響を及ぼす
か明らかになったので，ここでは，第1段階の政府間のゲームについて検討する. (7つおよ
び(的のそれぞれに， (5)を代入した式をもちいると，自国および外国の社会的厚生最大
化のための一階の条件はそれぞれ以下のとおり導カ亙れる.
θW 否25=(1+A+JT)一lH6;+x;6;=0，iεN， (11a) 
θW寧
寸 7=(1+A+必)一lH・6;+x76; = 0， iEN*. (11b) 一・
第 1段階のナッシュ均衡における純補助金率aj(iεM三NUN*)は(11)であたえられる
n+が個の方程式から構成される体系を解くことによって得られる.以下では，均衡の存在
を仮定して議論を進めることにする.
4. 1 自国政府による最遇政策
まず，自国にとっての最適課税・補助金政策を導出する.自国にとっての社会的厚生最大
化の一階の条件 (lla)より，すべてのiεNに対して，X;三x=一(1+A+♂)一lHが成立す
る.したがって，Hの定義をもちいれば，自国にとっての社会的に最適なマークアップ率が
次のように常に負の値をとることがわかる.
x= (1 +R*)(ぴPリ 02川くO (12) 
完全競争を仮定する伝統的なピグー税の議論によると，社会的に最適な産出量では，市場需
要曲線と社会的限界費用曲線は交差しなければならない.つまり，社会的に最適なマーク
アップ率はゼロである.しかし，ここでの市場は寡占的であり，自国政府による政策がなけ
れば個別企業の生産量は社会的に最適な水準と比べ過少である.そしてまた，外国企業の存
在によって，社会的に最適な産出量は閉鎖経済の場合と比べ過大となり，最適な社会的マー
クアップ率は負となるのである.問題となっている財は同質的であるので，一物一価の法則
が成立し，しかも社会的なマークアップ率は均等化されるので，すべての自国企業の社会的
限界費用も均等化される.つまり，生産の効率性も達成されている.
最適なマークアップ率(12)において，Xjの定義式 (8)を適用し，その式を qについ
て解けば，自国にとっての最適な純補助金率が以下のように導出される.
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0;三 S;一似=-q;P'-D'y;一(1+R*)( Qγ-D'fJ乞 y;A;)
、 ;EN"
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(13) 
(13)を満たす任意の生産補助金およびピグー税率の組み合わせ (S;，t;) (i E N)が自国にとっ
てのファースト・ベストの政策である.自国企業iの汚染物質吸着技術が効率的あるいはそ
の企業の市場シェアが大きければ，この最適純補助金率はより高くなる.また，外国企業と
の競争および外国からの越境汚染が補助金を供与するインセンティヴを高めていることを強
調しておしこれは，自国政府が自国企業に補助金をあたえることで自国企業の産出量を拡
大させ，それと戦略的代替の関係にある外国企業の産出量および外国から国境を越えて流入
する汚染物質の量を減少させようとするからである.すなわち，自国企業への補助金の供与
が越境汚染を阻止する役割をもつことが明らかになった.
(13) を満たす生産補助金およびピグー税率の組み合わせは無数に存在するが，以下にお
いて，比較的実行することが簡単な政策ノ号ッケージについて議論する.
まず，環境政策がナイーヴ (naive) な場合を考察しよう.つまり，環境税が伝統的なピ
グ一流にた=D'という率に設定される場合である.そのとき， (13) より，最適な生産補助
金率は常に正で，次式で与えられることになる.
Si=ー [q;+(l+R*)Q*]P'+ (1+R*)D'fJ乞川j，iε爪
iεN隼
(14) 
外国からの越境汚染がなければ，ゲ=0となり， (14)の右辺第2項は消える.よって，自
国企業iに供与される生産補助金の率は戦略的貿易政策の文献ですでに得られているものと
一致する9) そして，この率は，ピグー税が存在するために，自国企業iの汚染物質の排出
量には影響を受けることはない.外国からの越境汚染が存在する場合(fJ*>O)，越境的な汚
染物質の流入を阻止する理由から，この生産補助金の率はより大きなものとなる.
次に，環境政策が戦略的 (8甘a旬以c)な場合を考察してみよう.いま生産補助金率S;があ
る水準に固定されると，最適なピグー税率は以下のようにあらわすことができる.
ti=DF+41[q州 1+R*)ぴJP'一(1+R*)D'fJ乞仏+S;~， iE爪 (日)
， ，、 ;EN"
この式の右辺の大括弧の中にある第1項および第2項は負である.第1項は，税率を軽減す
ることで自国企業iに戦略的優位を与え，外国産業から利潤を自国に移転する効果をあらわ
している.また，第2項は，外国企業の生産量を減らすために，戦略的代替の関係にある自
国企業の産出量を減税措置によって拡大させる効果をあらわしている.そして，S;が十分に
小さければ，たくD'となり，伝統的なピグー税の考えから希離することになる.
9 )詳しくはLong組 dSoubeyran (1999)およびChangand Suge旬 (2001)を参照のこと.
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最後に，生産補助金率Sjがすべての自国企業に対して一律 (un江onn)でなければならな
いとし寸制約がある場合を考えよう.そのとき，最適な生産補助金率は
F(ld)(-QV+DVZ川伝
という正の水準で設定され，最適なピグー税率は以下の式で与えられることになる.
q;P' 
tj=D'+τァ，iEN. 
". 
(16a) 
(16b) 
これから明らかに，t;<D'が成立する.自国企業iが大きな市場シェアを占有していて，よ
り効率的な汚染物質吸着技術を保有する場合，この企業に負のピグー税つまり補助金が適用
される可能性がある.これは，圏内企業聞における寡占の歪みからもたらされた補助金のイ
ンセンティヴが大企業ほど大きく働くためである.
4. 2 外国政府による最適政策:環境ダンピング
こんどは，外国政府による最適政策を導出し，その性質を探る.そこでは，自国からの越
境汚染が存在するという理由で，外国政府ないし企業が環境ダンピングをおこなう可能性が
あることを指摘する.
外国にとっての社会的厚生最大化の一階の条件(11b) より，すべての iEN*に対して，
d三♂=一(1+A+A*)-lH*が成立する.そこで，H*の定義をもちいれば，外国にとっての
最適な社会的マークアップ率が以下のように導出される.
♂=一(仕l+R)(同Q*P'+Dグ寧'8LY;A (17) 
、 ;EN
ここで，輸出国にとっての社会的マークアップが輸出国による最適政策によって負となる状
況を「環境ダンピングJと定義しよう 10) したがって，環境ダンピングが実施されるような
条件は次のように表現することができる.
♂< 0 <:} D*' 8 L叫 >-Qア. (18) 
jEN 
これより， (i)自国から越境してくる汚染物質が外国の環境に与える限界的損害が大きいほ
ど，そして(ii)外国産業の総産出量が小さいほど，環境ダンピングが実施される可能性が
10)社会的マークアップが負の場合，輸出財の価格が社会的限界費用を下回るので，このように環境ダン
ピングを定義することは自然である.これに対し， Rauscher (1994)の一般均衡貿易モデルでは，彼が
提示した環境ダンピングの3つの定義のうち，非貿易財部門よりも輸出財部門においてより緩い環境基
準を設定するという定義がもちいられている.
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高くなることがわかる.自国からの越境汚染がまったくない場合には，外国にとっての社会
的に最適なマークアップ率は正の値となり，ここでの定義に従えば，環境ダンピングは起こ
り得ない.
また，自国の場合と同様，すべての外国企業の社会的マークアップ率は均等化され，した
がって，社会的限界費用も均等化されているのも明らかである.よって，外国企業iの社会
的マークアップ率の定義式 (10) より，外国にとっての最適な純輸出補助金率が次のように
導出される.
ai三Sj-tjYi=-qjP'-D刊+(l+R)(ぴP'+D申'8LYiAj)， iεN*. 四)
、 iεN
(19)を満たす任意の輸出補助金およびピグー税率の組み合わせ (Sj，tj) (iEN*)が外国に
とってのファースト・ベストの政策である.自国政府の最適政策と同様，外国企業iの汚染
物質吸着技術が効率的あるいはその企業の市場シェアが大きければ，この最適純補助金率は
より高くなる.ここでも，自国企業との競争および外国からの越境汚染が補助金を供与する
インセンティヴを高めているが，こんどは外国が輸出国であるため，交易条件を有利化する
ため，輸出税のインセンティヴも働くことに注意を喚起しておく.
自国にとっての最適政策と同様に， (19) を満たす外国政府による輸出補助金およびピ
グー税率の組み合わせは無数に存在する.以下において，比較的実行することが容易な外国
政府による政策ノミッケージについて議論する.
まず，外国政府による環境政策がナイーヴな場合を検討しよう.ピグー税が伝統的に
会=D*'という率に設定されると，最適な輸出補助金率は次式で与えられることになる.
Sj=一[qj一(1+ R) Q*JP'+ (1 + R)D*' 8 LYiAj， iEN* 
jEN 
(20) 
自国からの越境汚染がなければ 8=0となり， (20)の右辺第2項は消える.したがって，
外国企業iに供与される輸出補助金の率は，ここでもまた，戦略的貿易政策の文献ですでに
得られているものと一致する11)自国からの越境汚染の存在(8>0)は，輸出国である外
国にとってもやはり，輸出補助金の率を大きなものとしている.
次に，外国政府による環境政策が戦略的な役割をもっ場合を考察する.輸出補助金率Sj
がある水準に固定されると，最適なピグー税率は以下のようになる.
tj=D叫~. f [qj+ (1 + R) Q*JP斗 (1+R)D*'8L州 +Sj~， iEN*. 幻)
川、 jEN
11)詳しくはLongand Soubeyran (1999)およびChangand Suge旬 (2001)を参照のこと.
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この式の右辺の各項が果たす役割は，基本的には(15) と同じであるが，外国が輸出国であ
るために，交易条件の有利化を狙った課税のインセンティヴが働くことを違いとして挙げて
おししたがって，最適なピグー税率は外国の環境への限界的損害からあまり大きく事離す
ることはない.
最後に，輸出補助金率令がすべての外国企業に対して一律 (unifonn)でなければならな
いという制約があれば，それは
Sj= (1 +R)( Q事P'+D申'e~yjÀ;) ， iEN* (22a) 
、 jEN
の水準で設定され，最適なピグー税率は以下の式で与えられることになる.
会=D約+互主人間* (22b) 
U ・
(22a)において，クールノー=ナッシュ均衡における外国産業の総産出量が大きく，自国か
らの越境汚染の割合も小さければ，輸出税が最適となる可能性が高くなる. (22b)におい
て，ここでもまた，tj<D'が常に成立する.
5 最適関税の構造
この節では，自国政府が外国企業iに対してでiの率で従量関税を賦課する場合を考察しよ
う.この政策は外国政府がおこなう環境ダンピングを相殺するという目的で， GA'IT/WTO 
体制のもとでも正当化され得るだろう 12) これは外国からの越境汚染により直接影響を及ぼ
す政策なので，自国企業への生産補助金よりも有効である.そのとき，前節での分析におい
て，すべての外国企業信N申に対し， Ojは (Oj-'t';)によって置き換えられなければならな
い.すなわち，外国企業の利潤最大化のための一階の条件は以下のようになる.
2EL=qipr+p-cj+Ui-po，iEr. 
dq; 
よって，個別企業の産出量の変化分は
dqj=一入jdZ+oj(daj-dτ})，iEr，
となり，自国および外国産業全体の総産出量の変化分は以下のように修正される.
(2う
(3う
12)環境汚染のない国際寡占モデルにおける相殺関税の議論については.Dixit (1988)およびColie
(1991)を参照されたい.ただし，これらのモデルの費用構造は対称的であり，一律 (unぜorm)な貿易
政策が考察されている.
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dZ=(I+A+必)ー 1(L djdoj-L djd1:j) ( 5う
、iεM jEN" 
5. 1 自国政府による最遇政策:相殺関税
自国の社会的厚生をあらわす式は以下のように関税収入(之町刊)を含むように修正
されなければならない.つまり，
W三 fヤ(ωdv-P(Z)Z+玄(πj-Ojq;)+ L， 1:jqj-D(E) 
曹υiεN jENO 
= .[乍(v)dv-P(Z)Q*-L，仰什L，1:jqj-D(E) 
jEN εN" 
と定義される.この式を全微分すると，
dW= 一Qσσ唱申?判eアp~頃惚LiZ+Lシx吟均'jdqj尚ぬ'qj+L， ( で1:j一D'()ゲ*y弘切Y竹ω;)油)
iεN εNO jEN・
(23) 
ただし，自国の社会的マークアップ率は以前と同じ (8)式であらわされる. (23)の右辺
の第3項および第4項むおいて関税収入の変化が反映されている.
(3 )および(3')を上式に代入すれば，
dW=IIdZ+ L，xjdjdO;+玄qjd1:j+玄(1:j一D'(}*yj) dj(doj-d1:j) (23') 
jEN jEN" jENO 
ただし，II三θW/θZ=-Q*p'-L，削 Xjλj-L，iEN・(でj-D的 j)λiと定義される.(おうにお
いて(5うをもちいると，自国の社会的厚生最大化のための一階条件を以下のように導出す
ることができる.
θW す:=(l+A+必)一lHdj+xjdj=O，iEN， .. 
契=一(I+A+A*)一吻+qj一(1:j一Dゅうj)dj=O， 制$
(24a) 
(24b) 
(24a)を吟について解けば，すべての iENに対して，Xj =x=一(I+A+A*)一lIが成立する.
他方， (24b)を変形すると，(1:j-D'(}*yj)-q;/δj-一(1+A+A*)一lIとなる.これら 2つの
式は右辺が共通なので，以下のような関係式が得られる.
X= (1:;一D'(}*Yj)ーを， 伝 Nホ (25) 
また，Xj = XをIIの定義に代入すれば， (24b)式は以下のように変形される.
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(1+必)x=Q*P'+ L (T;一D'B*y)λ;，
;EN. 
あとは (25)および (26)を連立して，xとたについて解けばよい.
(26) 
(25) の両辺にんを乗じ，得られた式を iEN*について集計すると，A*x= L;叩(でi
-D的 ;)λj-LiEN-qj(λ;/δ'j) となる.この式に， λ;/dj=一(P'+qjP')を代入すれば，次の
式が成立する.
必 =Q*P'+玄(Tj-D'B*Yi)λj+P"L qi. (27) 
jEN. ;EN" 
(26)の両辺から (27) を辺々差し引けば，自国にとって最適な社会的マークアップが以下
のように導出される.
x=-P"L qi. (28) 
これを (25) に代入すれば，自国の最適関税率が次式でもとめられる.
T;=会-P5.qj+D'凡伝 (29) 
(28)の右辺第 1項は関税の外国企業からのレント奪取 (rentモX凶 ction)効果をあらわし
ている.この項は (0外国企業iの市場シェアが大きいほど，あるいは(日)この企業の産
出量の関税に対する反応が小さいほど，より高率の最適関税がこの外国企業に賦課されるこ
とを意味する.第2項は交易条件効果である.逆需要関数が凹関数の場合 (P'<O)，外国産
業の集中度が大きいほど，輸入関税は交易条件を自国にとって有利化させる.逆需要関数が
凸関数の場合 (P'>O)，逆に輸入補助金が交易条件を有利化させる13) 最後の第3項は越境
汚染の相殺効果をあらわしており，非効率的な汚染物質吸着技術をもっ外国企業にはより高
率の関税が賦課されることになる.
最適関税の性質をまとめると次のようになる.逆需要関数が凹関数の場合， (29)であた
えられる最適関税率は常に正である.外国企業iの市場シェアが大きいか，あるいは汚染物
質吸着技術が非効率な場合，この企業にはより高率の関税が賦課される.逆需要関数が凸関
数の場合，最適関税率は，外国産業の集中度が十分に大きければ，市場シェアの小さい外国
企業，あるいは効率のよい汚染物質吸着技術をもっ外国企業には輸入補助金が供与される可
能性が高い.
最適関税が存在する場合の最適な純補助金率は， (28) にx=一(0;+q;P'+ D'y)を代入
13)輸入国の最適政策が輸入補助金になるケースが存在することは Branderand Spencer (1984)で初め
て指摘された.
128 
越境汚染と戦略的貿易・環境政策(菅田)
することによって，以下のように導出される.
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?????
?
?????????? ?? ?? (30) 
この式には，越境汚染のパラメータ-()*が現れないことに注目しておしこれは，自国の
政府による輸入関税が外国からの越境汚染を完全に相殺しているからである.また，輸入関
税が外国産業からの越境汚染を防ぐため，その分，純補助金による越境汚染阻止的な役割は
消え，補助金のインセンティヴは弱まることになる.逆需要関数が十分に凸で，外国産業の
集中度が大きければ，市場シェアの小さい企業，もしくは汚染物質吸着技術が非効率的な企
業は課税されることもありうる.
最後に， (30) を満たす生産補助金およびピグー税率の組み合わせの中で，比較的な実行
することが簡単な政策ノミッケージについて，多少以前のものと重複する部分もあるが，以
下，簡単に紹介しておく.ナイーヴな環境政策(た=D')であれば，生産補助金率は
s;=-q;p'+P乞削.qt(iEN)となる.つまり，通常の戦略的貿易政策の結果が得られる.
環境政策が戦略的な場合 (s;=0)，最適なピグー税率はた=q;P，/Y;一(P"L削 .q~) /y; + D' 
(iEN)であたえられるJ4)そして，Sjが一律でなけらばならい場合，生産補助金率は
S;=P乞;EN.q~ (iε川という共通の率で供与され，ピグー税率は t;=μ'/y;+D'<D'
(iEN) となる.
5.2 外国政府による最適政策
外国の社会的厚生は以下で与えられる.
W*=L(π;-o;q;)一D*(E*)=Q*P(Z) -L c;(q;) -L;qj-D*(E*). 
iε~ Æ~ 
これを全微分しι，その式拘批にこ dE*=~エエ;二i叩片d向qj+() ~エ;削Y片胸i
の関税政策が存在する場合の外国の経済厚生の変化は以下のように表現される.
dW* =Q* P'dZ+ L x7dqj-L qjdLj-D*'() L yjdq;. 
jEN' jEN' jEN 
(31) 
ただし，一階の条件 (2うから，自国による関税政策の下での外国企業の社会的マークアッ
プが次のように定義できる.
14)ここでの特筆すべき点は，逆需要関数が十分に凹で，外国産業の集中皮が大きければ，市場シェアの
小さい企業，もしくは汚染物質吸着技術が非効率的な企業に適用される最適ピグー税は環境への限界的
損害を上回る(た>D')可能性があるということである.
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d三 (p-'t)-c;-D*'片=一(Oj+qjP'+D*'Yj)，iεN*. (32) 
この場合，社会的マークアップは外国企業iが1単位の輸出によって受け取る価格 (pーでj)
からその企業の社会的限界費用を引いたものである.
(31)に(3 )を代入すれば，外国の社会的厚生の変化は以下のように変形される.
dW*=FdZ+ZX74d(q一't';)ー D*'B LY;d;do;-L q;dでト
;EN・ iεN εN・
ただし，jj*三θW*/dZ=ぴP'-Lj叩札+D*'BL削州とする.
(31う
所与のでiに対して，外国の社会的厚生最大化の一階条件は， (5うをもちいることによっ
て，次式であらわされる.
警=(1叫+A*)-ljj*d;哨 =0，制* (33) 
これから，すべての iEN申に対して，x;*=x*=一(1+A+A*)一lj*が成立することになる.そ
こで，jj*の定義をもちることによって，外国にとっての最適な社会的マークアップ率が以
下のように導出される.
〆=一(1+R)( Q* P'+D*'B LY;Aj). (34) 
、 ;EN
これは(17) と同じ形をしているが，自国が最適関税政策を採用しているので，産出量も以
前のものと異なり，よって，最適な社会的マークアップ率も違った値をとることに注意して
おく.環境ダンピングが成立する条件は(18)であたえられるものと同じになるが，ここで
の設定では自国政府による輸入関税が存在するため，Qホは輸入関税が賦課されない場合よ
りも小さくなる.したがって， (18)の右辺はより小さいものとなり，輸出国政府が環境ダ
ンピングを実施する可能性は高くなる.
さらに，x*=ー (0;+qjP'+ D*'Yj)をもちいると，次の式で最適補助金率があたえられる.
同一tjy;=-q;P'ー D*'y;+川 )(Q*PF+D*FOZMi) (35) 
これも(19) と同じ形をとるが，明らかにそれとは異なった値になる.
5. 3 政策ゲームにおけるナッシュ均衡の特徴
これまでの分析では，相手国政府の戦略は所与のものとして，各国の最適政策について議
論してきた.ここでは，政府間の政策ゲームにおけるナッシュ均衡の性質について検討す
る.
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外国企業jおよびhに対して適用される，第 1段階のナッシュ均衡における最適関税率の
差は， (29)および4の定義をもちいると，次のように計算される.
でj一九=qJ4'-qjP'-qkCJ+qhP'+DV*(Yj-h)，λhεNホ.
そこで外国企業の利潤最大化の一階条件(2')をもちいれば，上式は以下のように変形され
る
でj一九=(μj一l)c;一(μk-1)C;+(Oj一勺)一 (Ok一九)+D'e*(巧一九).
ただし， μi三 qjC:'/C;は企業iがもっ限界費用曲線の産出量についての弾力性をあらわす.
限界費用が一定であれば， μj=Oとなる.上の式を関税率の差について解くことにより，自
国の最適関税率の差と外国の最適純補助金率の差について以下の関係が導出される.
でj一九=す[(μj一川一(μk一川+D' e*( )lj-)lk) + ( Oj-Ok) J，μ州事 (お)
越境汚染と外国による報復がなければ， Hwang and Mai (1991)の結果が導かれる.すなわ
ち， Lj一九=(1/2) [(μj一1)り一(的一I)c;Jとなる.この式は，限界費用が一定であれば，
外国企業jおよびhに適用される最適関税率の差は限界費用の差の半分であたえられるとい
う50%ルールをあらわしている.もちろん，限界費用の低い外国企業により高率の関税が
課される.その理由は，限界費用の小さい企業ほど大きな利潤を獲得するので，輸入国政府
はこの利潤を奪取するために高率の関税を賦課しようとするからである.以下において，越
境汚染と外国による報復がある場合， Hwang and Mai (1991)の結果は成立しないことを示
す.
(32)の定義式から外国企業jおよびhのマークアップの差をもとめると，以下のように
なる.
xf-d=丸一 Lj+C~-C;+D*')lk -D*'η， λkEN*. 
これは外国政府の最適化(社会的マークアップ均等化)の理由からゼロと等しくなければな
らない.このことから，次式が成立する.
Lj一九= (c~+D約九)一(り+D*' η)， λkEN*. (37) 
この式より，環境汚染と外国による報復がある場合，外国企業jおよびhに適用される最適
関税率の差はちょうど外国にとっての社会的限界費用の差に等しくなることがわかる.これ
は100%ルールと名付けることができょう.これより，社会的限界費用の小さい企業により
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高率の関税が賦課されることが示された.
いま，外国企業jおよびhの私的な限界費用が同じであるとしよう.このとき， (37)か
ら，Lj-Lk =D*'( Yk -Yj)が成立する.つまり，汚染物質吸着技術が非効率な外国企業は効
率的な外国企業よりも多くの損害を自国の環境にあたえているにもかかわらず，自国政府は
効率的な企業により高率の相殺関税を賦課する.この理由は以下のとおりである.外国政府
は効率的な汚染物質吸着技術をもっ外国企業により高率の純補助金を与えるため，この効率
的な企業はより多くの利潤を自国市場で獲得することができる.外国政府は関税によってこ
の企業からより多くの利潤を奪取しようとするために，賦課される税率はより高いものとな
る.
(37)式を (36)式に代入すると，外国の輸出補助金の差について，以下のような関係が
得られる.
り-c;+D*'(め一九)=÷[(μk-l)c;一(μj一l)c;+(仇一り+D' 0*( Yk -Yj) ] 
これを外国の輸出補助金の差について解くことにより，次式が導カ亙れる.
。j一向=(μk+l)c;一(μj+l)り+(2D*'+D'O*) (Yk-Yj)，λkEN*. (38) 
さらに， (38)から (37) を辺々差し引けば，外国企業にとっての純補助金の差は以下であ
らわされることになる.
( Oj一勺)一(Ok一九)= I1kc;一μjC;+(D*'+ D' 0*) ( Yk-Y)， j， kεN¥ (39) 
(38)および (39)から，第 1段階の政策ゲームにおけるナッシュ均衡においても，より効
率的な汚染物質吸着技術をもっ外国企業ほど，より大きな補助金率が供与されることがわか
る.
6 おわりに
本稿において，輸出補助金，生産補助金，輸入関税，ピグー税がfirm-specificな率で供与/
賦課される場合の最適政策について包括的な議論をおこなった.その最適政策は各国におけ
る圏内企業の社会的なマークアップを均等化させ，生産における効率性が達成できることを
示した.産出量あたりの補助金から環境税を差し引し=た純補助金の最適な率は市場シェアの
大きな企業あるいは効率的な汚染物質吸着技術をもっ(環境に優しい)企業ほどより大きく
なることが示された.また，この最適な純補助金率は越境汚染が存在するためにより大きな
率となる.これは圏内企業により多くの補助金を供与することで，相手国企業の産出量を減
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少させ，相手国から越境してくる汚染物質の量を抑えようとするインセンティヴが働くため
である.
次に，環境ダンピングが輸出国によりおこなわれる条件を導出した.そこでは， (i)輸入
国から越境してくる汚染物質が輸出国の環境に与える限界的損害が大きいほど，そして(ii)
輸出産業の総産出量が小さいほど，環境ダンピングが実施される可能性が高くなることがわ
かる.輸入国からの越境汚染がまったくない場合には，環境ダンピングは起こり得ないこと
も判明した.さらに，輸出国による緩い環境規制(環境ダンピング)を相殺する目的で，輸
入国が輸入関税を賦課する場合を考察した.この関税は越境汚染を相殺する役割をも兼ね備
えている.最適輸入関税政策において，より効率的な汚染物質吸着技術をもっ輸出企業によ
り高率な関税が賦課されることが示された.汚染物質吸着技術が企業によって選択可能な長
期の場合，このような関税政策は企業がより効率的な技術を選択するインセンティヴを損な
うため， wroのルールの下で厳しく規制すべきであろう.また 2つの輸出国企業に適用
される最適関税率の差はそれらの企業の社会的限界費用の差と厳密に同じになることも示さ
れた.
最後に，今後の研究課題をいくつか挙げておこう.前述したように，本稿のモデ、ルは汚染
物質吸着技術の水準は企業にとって所与のものであった.これらの技術水準がR&Dによ
り選択可能であるという設定の下で，最適な環境政策，貿易政策，ならびに産業政策のコー
デイネーションを検討することがより望ましいであろう 15) また，寡占企業による国際間で
の立地の選択の可能性も考察に値するであろう.つまり，発展途上国政府は先進国からの直
接投資を引き付けるために，意図的に緩い環境基準を設定するかもしれない.本稿での環境
汚染はフロー変数であると仮定してきた.しかし，現実には汚染物質は時間を通して蓄積さ
れるので，ストック変数とみなすのが自然である.したがって，国際寡占競争を動学化した
上で，最適な環境政策および貿易政策の議論がおこなわれるべきであろう.
15) Conrad (1993)および Ulph(1996a)が第3国輸出競争モデルをもちいて，国際複占企業が汚染物質
吸着技術の水準を選択できる状況での環境および貿易政策を考察している.
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